
為替週間展望＝ドル円はもみ合いながら方向感を探る動きか

　　　　　　　　　　［１２月９日からの１週間の展望］

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　　　週間高低（カッコ内は日）　　　　　　    12 月 2 日～ 12 月 6 日

　　　　　　　始　値　　高　値　　  　安　値　     終　値　 前週比

ドル・円　　  149.56   151.23( 4)    148.65( 3)    149.88   +0.11

ユーロ・ドル  1.0580   1.0589( 2)    1.0461( 2)    1.0574   -0.0003

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

国内株・金利／米国株・金利

                   終　値　　前週末比　　　　 　　　　   　 終　値　 前週末比

日経平均株価    39,091.17     +883.14     日本10年債利回り   1.058   +0.010

ダウ平均株価    44,765.71     -144.94     米10年債利回り     4.176   +0.008

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

＜来週の主要経済統計等＞

９日　　英１２月ライトムーブ住宅価格

　　　　日本第３四半期ＧＤＰ２次速報、日本１０月経常収支

　　　　中国１１月消費者物価指数、中国１１月生産者物価指数

１０日　中国１１月貿易収支

　　　　豪中銀（ＲＢＡ）政策金利

　　　　独１１月消費者物価指数確報値

　　　　米第３四半期非農業部門労働生産性指数確報値

１１日　米１１月消費者物価指数

　　　　カナダ銀行（ＢＯＣ）政策金利

１２日　豪１１月雇用統計

　　　　英１０月鉱工業生産指数、英１０月製造業生産指数、英１０月貿易収支

　　　　スイス銀行（ＳＮＢ）政策金利

　　　　欧州中央銀行（ＥＣＢ）政策金利

　　　　ラガルドＥＣＢ総裁記者会見

　　　　米１１月生産者物価指数、米新規失業保険申請件数

１３日　日銀短観（１２月調査）

　　　　日本１０月鉱工業生産指数確報値

　　　　ユーロ圏１０月鉱工業生産指数

　　　　カナダ１０月製造業出荷、カナダ１０月卸売売上高

　　　　米１１月輸入価格指数

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

【前回のレビュー】為替市場はトランプ氏の発言に振り回される可能性はあるものの、

米国経済の堅調さは維持されてドルは下支えさるとみられる。一方で、日銀会合での利

上げ観測の高まりから、円買いの動きは強まりそうだ。こうした中、ドル円はやや上値

の重い展開になるとした。

　　　　

【ドル円は売り一巡後はレンジ相場】

　１１月２９日に発表された１１月の東京都区部消費者物価指数（生鮮食品を除く）は

前年比＋２．２％となり、市場予想の＋２．１％を上回った。これを受けて１２月の日

銀金融政策決定会合での利上げ観測が高まり、ドル円やクロス円で円買いが進行した。

ドル円は１４９円台半ばまで円高が進んだ。

　　

　１２月２日の週は週の前半にもみ合いながらドル安円高が進んで、円高が一服した後

は下げ渋りを見せる展開となった。

　　

　２日は前週末の大幅安の反動から１５０円台後半まで戻りを見せた。戻りが一服した

後は下げに転じている。フランスの政局不安でユーロ円が下落すると、ドル円も１４９
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円近辺まで下落した。３日は１５０円台前半まで戻した後は再び下げに転じた。韓国で

大統領が非常戒厳を宣布すると、リスク回避の円高となり、１４８．６０台まで円高が

進行した。その後、米１０月雇用動態調査（ＪＯＬＴＳ）求人件数が市場予想を上回る

伸びを見せると、ドル高円安に傾いて、１４９円台後半まで戻した。

　　

　４日には「日銀が年内の会合で利上げを見送る」との報道を受けてドル買い円売りの

動きとなり１５１円台前半まで上昇した。その後、１１月の米ＡＤＰ雇用報告や１１月

の米ＩＳＭ非製造業景況指数が市場予想を下回ったことで、ドル円は１５０円近辺まで

下落した。その後、米連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）のパウエル議長が利下げを急ぐ必

要がないとの認識を示したことで、ドルは強含みで推移した。

　　

　５日午前に中村日銀審議委員が「まだ賃上げの持続性に自信を持てていない」などと

発言すると、日銀の追加利上げ観測が後退して円が売られる場面があった。午後は、中

村日銀審議委員が「利上げに反対しているわけではない」と発言すると円買いが入り、

１５０円台を割り込み、一時１４９．６０台まで下値を広げた。売り一巡後は１５０円

台を回復している。

　　

【１２月ＦＯＭＣでの利下げ観測が高まる】

　ＣＭＥ　ＦＥＤウォッチによると、１２月の米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）での

０．２５％の利下げ確率は７０％前後となり、据え置きの確率は３０％前後となってい

る。米経済指標がまちまちの結果を示す中、利下げ観測が徐々に高まっているようだ。

　　

　日米の経済指標やイベントとしては、９日に日本第３四半期ＧＤＰ２次速報、日本１

０月経常収支、１０日に米第３四半期非農業部門労働生産性指数確報値、１１日に米１

１月消費者物価指数、１２日に米１１月生産者物価指数、米新規失業保険申請件数、１

３日に日銀短観（１２月調査）、日本１０月鉱工業生産指数確報値、米１１月輸入価格

指数などがある。

　　

　米国のインフレは落ち着きつつあるものの、米１１月消費者物価指数が注目される。

事前予想では、総合は前月比＋０．２％（前回も＋０．２％）、前年比＋２．７％（前

回＋２．６％）で、コアは前月比＋０．３％（前回＋０．３％）、前年比＋３．３％

（前回＋３．３％）となっている。総合の前年比が前回から上振れの見通しながら、他

はいずれも前回から横ばいの見通し。おおむね想定の範囲内なら影響は限定的か。予想

から下振れるようだと１２月の米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）で利下げ観測が高ま

りそうだ。

　　

　１２月のＦＯＭＣでの利下げ観測が高まっている。一方で、１２月の日銀金融政策決

定会合では利上げ観測はやや後退している。こうした中、ドル円は１４８円台まで下落

した後に１５１円台まで戻りを見せるなど、一進一退の動きとなっている。日米の金融

政策への思惑が交錯する中、１５０円を挟んでもみ合いながら方向感を探る動きとなり

そうだ。ドル円の目先の予想レンジは、１４７．００～１５３．００円。

　　

【ユーロドルはレンジ相場で推移か】

　１２日の欧州中央銀行（ＥＣＢ）理事会では０．２５％の利下げが見込まれている。

当局者の間では大幅利下げに関しては警戒感を示す向きもあり、０．２５％の利下げに

落ち着きそうだ。ラガルド総裁が来年１月以降の利下げに関してどのような見解を示す

かが注目される。

　　

　ユーロドルは１．０５００ドルの節目を割り込んだ後は同節目を回復するなど、もみ

合いの動きが継続している。４日はラガルドＥＣＢ総裁が欧州議会で証言を行い、「中

期見通しは下振れリスクに支配されている」と述べ、景気の先行き不安に言及した。ま

た、フランスでのバルニエ内閣の崩壊など政治不安もあり、上値を追いにくいとみられ

る。１２日のＥＣＢ理事会での利下げはおおむね織り込まれているとみられ、安値圏で

のレンジ相場が続くこととなりそうだ。ユーロドルの目先の予想レンジは、１．０４０

０～１．０７００ドル。

　　

　４日にベイリー英中銀総裁は「経済見通しが裏付けられれば、来年４回の利下げを想

定」「英中銀の最新の金融政策報告で示された中央値予測によれば、漸進的な利下げを

目指すことが示唆されている」と述べた。なお、市場の見通しでは、英金融政策委員会



（ＭＰＣ）では年内の利下げはないとみられている。

　ポンドドルは５日移動平均線をサポートにして、戻り歩調で推移しており、２１日移

動平均線を回復している。堅調な地合いが続いて、戻り歩調が継続するとみられる。ポ

ンドドルの目先の予想レンジは、１．２６００～１．２９００ドル。

　　

　日米以外の今後の経済指標やイベントは、９日に英１２月ライトムーブ住宅価格、中

国１１月消費者物価指数、中国１１月生産者物価指数、１０日に中国１１月貿易収支、

豪中銀（ＲＢＡ）政策金利、独１１月消費者物価指数確報値、１１日にカナダ銀行（Ｂ

ＯＣ）政策金利、１２日に豪１１月雇用統計、英１０月鉱工業生産指数、英１０月製造

業生産指数、英１０月貿易収支、スイス銀行（ＳＮＢ）政策金利、欧州中央銀行（ＥＣ

Ｂ）政策金利、ラガルドＥＣＢ総裁記者会見、１３日にユーロ圏１０月鉱工業生産指

数、カナダ１０月製造業出荷、カナダ１０月卸売売上高などがある。
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